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この計画は、森林法第７条の２の規定に基づき、全国森林計画に即して、日高森林

計画区に係る国有林について、森林の有する機能別の森林の所在及び面積、並びにそ

の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的事項等を定めるもの

です。
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Ⅰ 計 画 の 大 綱

１ 自然的、社会経済的背景と森林計画区の位置づけ

(1) 位 置

北海道の中央南西部に位置し、日高支庁の区域と重なっている。

(2) 自然的背景

ア 地 勢

本森林計画区は、北東は日高山脈を境に上川南部と十勝の両森林計画区に、北

西は胆振東部森林計画区にそれぞれ接しており、南は太平洋に面している。山地

は、本森林計画区の東側に急峻な日高山脈が南北に走り、幌尻岳（２，０５２ｍ）、

芽室岳（１，７５４ｍ）、戸蔦別岳（１，９５９ｍ）、カムイエクウチカウシ岳

（１，９７９ｍ）、ペテガリ岳（１，７３６ｍ）など標高１，５００ｍを超える

高峰が連なり、十勝森林計画区と分水嶺をなしている。

沙流川、厚別川、新冠川、静内川、三石川、元浦川、幌満川など急流河川が多

く、豊かな水を供給することにより漁業や電源開発など地域産業に重要な役割を

果たしている。

イ 地質及び土壌

地質は、いくつかの地質構造帯が日高山脈にほぼ平行して帯状に配列しており、

変成岩、混成岩につづいて中生代の粘板岩、新第三紀及び第四紀の火山灰、砂岩

と分布し、西部海岸沿いは、第三紀系褶曲帯が構成され、樽前系有珠系火山灰が

厚い層をなしている。

土壌は、褐色森林土が多く分布し、次いで黒色土壌、火山放出物未熟土壌、疑

似グライ土壌となっている。

ウ 気 候

気候は、沿岸地域では、海洋性気候を示し、四季及び昼夜の気温の変化は比較

的少なく降雪量は少ないが降水量はやや多くなっている。

一方、内陸部では大陸性気候の傾向を示し、気温の変化が大きく降雪量も多く

なっている。

(3) 社会経済的背景

ア 市町村の構成

７町から構成され、国有林は６町に所在している。

イ 人 口

人口は、約８１千人（平成１７年国勢調査）で、全道の１．４％となっている。

ウ 産 業

主たる産業は第一次産業であり、農業は、全国一の生産頭数を誇る軽主馬をは

じめ、稲作、畑作、酪農、肉用牛の生産が行われており、全道一を誇るトマトは、

平取町を中心に栽培されている。

漁業は、１６７ｋｍに及ぶ海岸線を有し、親潮と黒潮のぶつかる好漁場に恵ま

れ、サケ定置網、沖合底びき網、スケトウダラ・カレイの刺し網、そしてコンブ
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に代表される採藻が盛んで、その他タコ、イカ、ツブ等の沿岸漁業を主体に営ま

れている。また、最近では太平洋沿岸の日高管内各町でカレイ科の高級魚である

マツカワの稚魚を放流して育てる栽培漁業も積極的に行われている。

観光は、日高山脈襟裳国定公園内にある幌尻岳をはじめとして多くの登山者が

訪れているほか、平野部に広がる牧場で優駿が草をはむ牧歌的風景が見られ、名

馬観賞、ホーストレッキング、温泉などを目的に道内外から多くの観光客が訪れ

ている。

(4) 森林・林業・木材産業の概況

ア 森林・林業

森林面積は、総土地面積の約８４％の４０２千ｈａで、全道森林面積の約７％

を占めている。このうち、国有林は、２３２千ｈａとなっている。

当計画区の森林の約７割（６７％）が天然林となっており、森林から供給され

る広葉樹資源等を生かした木材産業も営まれている。この地域から供給されるア

オダモを利用したバット材生産なども見られる。

イ 木材産業

平成２０年度の製材の原木消費量は、全道の約３％を占める８５千ｍ３で、こ

のうち針葉樹が約９７％、広葉樹が約３％となっている。また、製材出荷量は、

全道の約４％を占める４０千ｍ３で、用途別では梱包・仕組板が約５４％となっ

ている。

チップの原料消費量は全道の約３％を占める７７千ｍ３で、このうち針葉樹が

約６５％、広葉樹が約３５％を占めている。

ウ 林業事業体等の現況

森林組合は、平成１９年度末現在で４組合が組織されており、組合員数は１，

９７０人となっている。

２ 計画樹立に当たっての基本的考え方

森林は、水源のかん養、山地災害の防止、木材等の林産物の供給等の機能の発揮を

通じて、国民生活と深く結びついてきたところであるが、近年、保健・文化・教育的

な利用や良好な生活環境の保全とともに、二酸化炭素の吸収・固定による地球温暖化

防止への寄与、生物多様性の保全等に対する森林の役割への期待が高まっている。

北海道の森林は、これらの役割を果たすことはもとより、北海道の美しく雄大な景

観の形成、豊かな野生生物の生息・生育環境の確保の上で大きな役割を果たしている。

とりわけ、北海道の総土地面積の約３９％、森林面積の約５５％を占める国有林の

果たすべき役割が大きなものとなっている。

このような森林の果たす様々な機能の高度発揮に対する国民の期待の高まりに応え

るとともに、流域を単位として、地域の特色ある森林づくりを進めていくこととし、

「京都議定書目標達成計画」及び「美しい森林づくり推進国民運動」等を展開するこ

とを通じて、民有林と国有林が連携し、森林の整備及び保全を進めていくこととする。

なお、森林には多種多様な動植物や土壌生物が生息・生育していることから、多様
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な林齢の森林を造成すること等、それらの生態系の保全に配慮した施業が、生物多様

性の保全につながることに十分留意する。

特に、本森林計画区では、以下のような森林づくり等について取り組んでいくもの

とする。

① 本森林計画区の国有林は、地域の水源として、また、基幹産業である農業や水産

業の振興に資する観点で重要な役割を担っている。また、急峻な日高山脈から流れ

出る各河川に沿って農業が、下流ではコンブ等の沿岸資源に依存した水産業が重要

な産業となっていることから、土砂の流出・崩壊等による山地災害の防止の観点か

らも重要な役割を担っている。このため、河川流量を平準化し、渇水や洪水を緩和

するとともに、土砂や濁水の流出を防止するなど、森林の有する水源かん養機能及

び山地災害防止機能の持続的発揮に向けた森林の整備及び保全を推進する。

② 森林の生物多様性を保全するに当たっては、森林に対する社会的ニーズや立地条

件、森林生態系の生産力や復元力に応じた適切な森林施業を組み合わせることなど

により、全体として森林生態系の種及び遺伝子の保管庫としての機能が最大限に発

揮されることに留意しつつ、森林の整備及び保全を推進する。

ア 国の天然記念物に指定されているクマゲラ及び「絶滅のおそれのある野生動植

物の種の保存に関する法律」で国内希少野生動植物種に指定されているクマタカ

・オオタカ等の生息環境に配慮した森林施業を推進し、生息環境の保全を図る。

イ 森林生態系保護地域等保護林及び緑の回廊については、生物多様性の保全を図

るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に保全していくため、生物多

様性の状態を把握する調査等を踏まえつつ、的確な維持・保存に努める。

③ 森林吸収源対策を推進するとともに、森林の健全性を確保する観点から、若・壮

齢級の人工林における間伐並びに増加する高齢級の人工林における複層林施業等を

積極的に推進する。

④ 計画の効率的な実行を図り、地域の一体的かつ総合的な森林整備及び保全を図る

ため、民有林・国有林間で密接な連絡調整を図る。
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Ⅱ 計 画 事 項

１ 計画の対象とする森林の区域

市町村別面積 単位 面積：ha

区 分 面 積 備 考

総 数 ２３１，５９９．６２

日 高 町 ５９，９１９．８１

市
平 取 町 ４１，５１２．９８

町

新 冠 町 ３７，３７８．４１

別

浦 河 町 ２７，１９６．７４

内

様 似 町 ０．００

訳

え り も 町 ４１９．７９

新ひだか町 ６５，１７１．８９

注１ 計画の対象とする森林の区域は、森林計画図において表示する区域内の林野庁所管の国有林及
び公有林野等官行造林地とする。

２ 森林計画図は、北海道森林管理局計画課、日高北部森林管理署及び日高南部森林管理署に備

え置く。

３ 総数は四捨五入のため必ずしも一致しない。

２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項

(1) 森林の有する機能別の森林の所在及び面積

森林の有する機能別の森林の所在及び面積については、別表１のとおり定める。

(2) 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項

ア 森林の整備及び保全の目標

森林の有する各機能を高度に発揮する上で望ましい森林の姿は、次のとおりで

ある。

(ｱ) 水源かん養機能

下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄えるすき間に富ん

だ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて浸透を

促進する施設等が整備されている森林とする。

(ｲ) 山地災害防止機能

下層植生が生育するための空間が確保され適度な光が射し込み、下層植生と

ともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林であって、

必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されている森林とする。

(ｳ) 生活環境保全機能

大気の浄化、騒音や風を防ぐなど良好な生活環境を保全するために、樹高が

高く枝葉が多く茂っているなど遮へい能力が高く、諸被害に対する抵抗性が高
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い森林及び汚染物質の吸着能力が高く、かつ、抵抗性があり、葉量の多い樹種

によって構成されている森林とする。

(ｴ) 保健文化機能

原生的な自然環境を構成し、貴重な野生生物の生息・生育に適している森林、

街並み、史跡、名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成

している森林又は身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、

多様な樹種等からなり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、

必要に応じて保健・文化・教育的活動に適した施設が整備されている森林とす

る。

(ｵ) 木材等生産機能

林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で良好な樹木により

構成され、成長量が高く二酸化炭素の固定能力が高い森林であって、林道等の

基盤施設が適切に整備されている森林とする。

イ 森林の整備及び保全の基本方針

森林の整備及び保全に当たっては、前述の森林の整備及び保全の目標に向け、

水源かん養機能又は山地災害防止機能を重視する「水土保全林」、生活環境保全

機能又は保健文化機能を重視する「森林と人との共生林」及び木材等生産機能を

重視する「資源の循環利用林」に区分することとする。

この区分を踏まえ、育成単層林における保育・間伐の積極的な推進、針広混交

林化、広葉樹林化を含め、人為と天然力を適切に組み合わせた多様性に富む育成

複層林の計画的な整備、天然生林の的確な保全・管理等に加え、保安林制度の適

切な運用、山地災害等の防止対策や病害虫及び野生鳥獣等による被害の防止対策

の推進等により、重視すべき機能に応じた多様な森林資源の整備及び保全を図る

とともに、森林の立木及び下層植生の状況等を全国を統一した手法に基づき把握

・評価する森林資源のモニタリングの適切な実施や森林ＧＩＳの効果的な活用を

図ることとする。

また、森林の管理経営に欠くことのできない施設である林道の整備に当たって

は、周囲の環境との調和を図ることに加え、コストの縮減に努め、森林資源の整

備の目標及び公道、民有林林道の配置状況等を考慮し、農山村地域の振興にも資

する整備に努めるとともに、既設の林道については、利用状況、今後の森林施業

の展開等を考慮しながら、改良及び適切な維持管理を図ることとする。

さらに、森林の水源かん養機能、山地災害防止機能等の諸機能の高度発揮を図

るため、治山事業の計画的な実施に努めるとともに、保安林の適正な整備を図る

こととする。その中で、流域保全の観点から、関係機関が連携した取組等を通じ

て、山地災害の減災に向けた事業の実施を図る。その際、環境との調和を図るこ

とに加え、コストの縮減に努める。

なお、森林の整備及び保全の推進を図るに当たっては、多種多様な生物の生息

・生育地として生物多様性の保全や国民のニーズ等に十分配慮するとともに、森

林は、二酸化炭素の吸収源・貯蔵庫として重要な役割を果たしていることから、
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間伐等の森林整備の着実な実施や保安林等の適切な管理・保全等により、吸収源

・貯蔵庫としての機能の発揮を確保し、京都議定書目標達成計画において定めら

れた森林吸収量の確保に貢献できるよう努める必要がある。

重視すべき機能を踏まえた森林の区分ごとの森林整備及び保全の基本方針は次

のとおりとする。

(ｱ) 水土保全林

水土保全林は、災害に強い国土基盤の形成又は良質な水の安定的供給を確保

する観点から、特に水源かん養機能又は山地災害防止機能の発揮を重視する森

林である。

森林の整備及び保全に当たっては、地形・地質等の条件を考慮した上で、水

源かん養又は山地災害防止の機能の維持増進を特に図るための森林施業を推進

するとともに、必要に応じて、保安林の指定や山地災害を防ぐ施設の整備を推

進することとする。

具体的には、樹根及び表土の保全に留意し、林木の旺盛な成長を促しつつ、

下層植生の発達を促進するため、適切な保育・間伐等を推進するとともに、高

齢級の森林への誘導や伐採に伴う裸地面積の縮小及び分散を図る。また、立地

条件に応じて、天然力も活用した施業を推進することとする。

また、ダム等の利水施設上流部や集落等に近接する山地災害の発生の危険性

が高い地域等において、水源のかん養や土砂の流出防備等の機能が十分に発揮

されるよう保安林の指定やその適切な管理を推進するとともに、渓岸の浸食防

止や山脚の固定等を図る必要がある場合には、谷止工や土留工等の施設の設置

を推進することとする。

(ｲ) 森林と人との共生林

森林と人との共生林は、生物多様性の保全や森林とのふれあいを通じた森林

と人との共生を図る観点から、特に生活環境保全機能又は保健文化機能の発揮

を重視する森林である。

森林の整備及び保全に当たっては、生活環境保全又は保健文化機能の維持増

進を特に図るための森林施業や森林の適切な保全を推進することとする。

具体的には、森林の構成を維持し、樹種の多様性を重視することを基本とし、

それぞれの森林が求められる機能やあり方に応じ、保護及び利用の組み合わせ

に留意して、適切な保育・間伐等や広葉樹の導入を図る施業を推進するととも

に、生活環境の保全、保健、風致の保存等のため保安林の指定やその適切な管

理、野生生物のための回廊の確保にも配慮した生態系として重要な森林の適切

な保全を推進することとする。

なお、襟裳岬周辺の国有林野については、日高山脈襟裳国定公園に指定され

ていること及びレクリエーションの森「風景林」に選定されていることから、

森林と人との共生林に区分されているが、当該国有林野については、防風等の

生活環境の保全及び地域の産業の振興の観点からも重要な役割を果たしてお

り、この視点にも配慮した森林の整備及び保全を推進することとする。
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(ｳ) 資源の循環利用林

資源の循環利用林は、再生可能資源としての重要性が高まりつつある木材等

の林産物を持続的に供給する観点から、特に木材等生産機能の発揮を重視する

上記２つの区分以外の森林である。

森林の整備及び保全に当たっては、木材資源の持続的な循環・利用を図るた

めの適切な造林、保育及び間伐の実施を推進することとする。この場合、施業

の集約化等を通じた効率的な整備を推進することを基本とする。

森林整備の区分別対象面積

単位 面積：ha

区 分 面 積 構成比

総 数 ２３１，５９９．６２ １００％

水 土 保 全 林 １６２，７３４．２５ ７０％

森林と人との共生林 ６８，５７８．３６ ３０％

資 源 の 循 環 利 用 林 ２８７．０１ ０％

注）総数は四捨五入のため必ずしも一致しない。

ウ 計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等

計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等については、別

表２のとおり定める。

(3) その他必要な事項

ア 水源かん養機能等の持続的発揮に向けた森林整備

河川の上流域に位置する国有林は、地域の水源として、また、基幹産業である

農業及び水産業の振興等に資する観点で、特に水源かん養機能及び山地災害防止

機能の発揮への期待が高い。

このため、将来の森林の姿を見据えた面的な広がりで森林を取り扱うことに留

意して、

①将来とも育成単層林として維持していく林分については、資源の循環利用も

考慮した帯状伐採等の施業

②将来、育成複層林に誘導していく林分については、複層林、針広混交林等の

誘導に向けた下層の光環境の確保、下層植生等の導入・育成に配慮した施業

等を行っていくものとし、流域全体で水源かん養機能及び山地災害防止機能が持

続的に発揮されることを目指すものとする。

特に、それぞれの施業目的に応じた間伐については、地球温暖化防止にも貢献

することから積極的に取り組むこととし、路網を基幹として施業の集約化等を推

進し、森林資源の有効利用を進めていくものとする。また、地域との連携・協働

による水源林整備も積極的に進める。

なお、取水施設の上流等の特定水源に近接する箇所については、特に留意し、
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水源に影響を及ぼすおそれがある場合は施業を見合わせるとともに、渓流沿いに

ついては、渓流への土砂の流出・崩壊を抑えるため、おおむね５０ｍ以上の保護

樹帯を設置する。

イ クマゲラ及びクマタカ・オオタカ等生息森林の取扱い

国の天然記念物に指定されているクマゲラ及び「絶滅のおそれのある野生動植

物の種の保存に関する法律」で国内希少野生動植物種に指定されているクマタカ

・オオタカ等の生息環境の保全を図るため、これらの生息状況に応じた森林施業

を推進する。

ウ 保護林等の再編・拡充

森林生態系保護地域等保護林及び緑の回廊については、生物多様性の保全を図

るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に保全していくため、本森林

計画区に所在する日高山脈中央部森林生態系保護地域及び大雪・日高緑の回廊等

の再編・拡充を検討する。

３ 伐採立木材積その他森林の立木竹の伐採に関する事項

(1) 森林の立木竹の伐採に関する基本的事項

ア 立木の標準伐期齢

主要な樹種の標準伐期齢は、流域の標準的な立地条件にある森林における平均

成長量が最大となる年齢を基準とし、森林の有する公益的機能、既往の平均伐採

齢及び森林の構成を勘案して、次のとおり定める｡

なお、標準伐期齢は、流域を通じた立木の伐採（主伐）の時期に関する指標と

して定めるものであり、保安林等の伐採規制等に用いられるものである。

人天別 樹 種 標準伐期齢

人 エゾマツ ６０

トドマツ ５０

工
カラマツ ３０

その他針葉樹 ４０

カンバ、ドロノキ、ハンノキ ３０

林 その他広葉樹 ４０

天 主として天然下種によって生立する針葉樹 ６０

然 〃 広葉樹 ８０

林 主として萌芽によって成立する広葉樹 ２５

イ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法

森林施業を実施するに当たっては、２の(2)「森林の整備及び保全の目標その

他森林の整備及び保全に関する基本的な事項」によるほか、次に掲げる基準によ

るものとする。

(ｱ) 育成単層林施業

育成単層林施業にあっては、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体

系等からみて、人工造林等により高い林地生産力が期待される森林及び森林の
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有する公益的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林につい

て、以下の事項に留意の上実施することとする。

ａ 主伐に当たっては、自然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、

１箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採箇所の分散に配慮することとする。

また、林地の保全、雪崩、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止及び

風致の維持等のため必要がある場合には、所要の保護樹帯を設置することと

する。

ｂ 主伐の時期については、地域の森林構成等を踏まえ、公益的機能の発揮と

の調和に配慮しつつ、木材資源の安定的かつ効率的な循環・利用を考慮して

多様化等を図ることとし、生産目標とする径級に達した林齢以上で伐採する

こととする。

なお、人工林の主要な樹種の主伐時期は、次のとおりとする。

目標径級 主伐時期
樹 種 生産目標

(ｃｍ) （伐期齢・年）

トドマツ 一般材 ２２～３８ ６５

アカエゾマツ、エゾマツ 〃 ２２～３８ ８０

カラマツ、グイマツ 〃 ２２～３８ ５０

その他針葉樹 〃 ２２～３８ ６０

(ｲ) 育成複層林施業

育成複層林施業にあっては、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系

等からみて、人為と天然力の適切な組合せにより複数の樹冠層を構成する森林と

して成立し、森林の諸機能の維持増進が図られる森林について、以下の事項に留

意の上実施することとする。

ａ 主伐に当たっては、複層状態の森林に確実に誘導する観点から、自然的条件

を踏まえ、森林を構成している樹種、林分構造等を勘案して行うこととする。

また、立地条件、下木の生育条件等を踏まえ、帯状又は群状の伐採等の効率

的な施業の実施についても考慮することとする。

(a) 択伐による場合は、森林生産力の増進が図られる適正な林分構造に誘導す

るよう適切な伐採率及び繰り返し期間によること。

(b) 複層伐等による場合は、適切な伐採区域の形状、伐採面積の規模、伐採箇

所の分散等に配慮すること。

(c) 林地の保全、雪崩・落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止、風致の維

持、生態系の維持及び野生生物の生息・生育環境の保全等に考慮する必要が

ある場合には、所要の保護樹帯を設置すること。

(d) 天然更新を前提とする場合には、種子の結実状況、天然稚幼樹の生育状況、

母樹の保存等に配慮すること。

(ｳ) 天然生林施業

天然生林施業にあっては、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等
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からみて、主として天然力を活用することにより的確な更新及び森林の諸機能の

維持増進が図られる森林について、以下の事項に留意のうえ実施することとする。

ａ 主伐については、育成複層林施業に準じることとする。

ｂ 国土の保全、自然環境の保全、種の保存等のために禁伐その他の施業を行う

必要のある森林については、その目的に応じて適切な施業を行うものとする。

(ｴ) 保安林等における施業

保安林及び保安施設地区内の森林並びに森林法施行規則(昭和２６年農林省令

第５４号)第７条の２に規定されている森林については、保全対象又は受益対象

を同じくする森林ごとに制限の目的の達成に必要な施業を行うとともに、森林生

産力の維持増進が図られる施業方法によることとする。

(2) 伐採立木材積

伐採立木材積については、別表３のとおり計画する。

(3) その他森林の立木竹の伐採に関する必要な事項

ア 伐採、搬出、素材の集積等に当たっては、土砂の流出が生じないよう十分配慮

するとともに、枝条、素材等が流出し、下流の人家・公共施設、農地等に被害を

及ぼすことのないよう木材の流出防止等に必要な措置を講ずる。

イ 水源かん養機能等の高度発揮と資源の循環利用を進める観点から、育成複層林

施業を積極的に推進することとし、人工林において針広混交林等に誘導するため

に行う抜き伐り及び小面積区域伐採、高齢級の常時複層林へ誘導するための上層

木の抜き伐り等を実施する。

ウ 伐採箇所の選定に当たっては、当該森林の林分状況、自然保護に対する要請、

地域の産業及び地域住民の生活への影響等に配慮する。

エ クマゲラ及びクマタカ・オオタカ等生息森林の取扱いは次のとおりとする。

(ｱ) クマゲラ

営巣木が確認された場合は、営巣木を中心に、おおむね半径５０ｍ以内を営

巣木保護区域、おおむね半径５００ｍ以内を緩衝区域として設定する。

営巣木保護区域においては、産卵・抱卵・育雛期間（４～６月頃）は立ち入

りを控え、極力騒音の発生の防止に努める。

緩衝区域においては、択伐及び間伐を原則とし、皆伐が必要な場合は面積５

ha以下として、更新後の平均樹高が１０ｍに達するまでは隣接した伐採区域は

設定しない。

具体的な取扱いは、「クマゲラ生息森林の取扱い方針の制定について」（平

成１８年６月２９日付け１８北計第２７号）による。

(ｲ) クマタカ・オオタカ

営巣木が確認された場合は、クマタカについては営巣木から半径５００ｍ以

内、オオタカについては半径２５０ｍ以内の営巣中心域を設定する。また、ク

マタカ・オオタカともに、営巣木から半径２ｋｍ以内の高利用域を設定する。

営巣中心域のうち、営巣木から半径５０ｍ程度は、原則として伐採は行わな
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い。

営巣中心域では、営巣の確認のため以外は入林せず、間伐等の実施は非営巣

期（クマタカ：９～１月、オオタカ：８～２月）に行い、皆伐が必要な場合は

１ha以下として、更新後の平均樹高が１０ｍに達するまでは隣接した伐採区域

は設定しない。

採餌場の確保に配慮するため、高利用域内の人工林において皆伐を行う場合

には、面積を５ha以下にするとともに、分散配置に努める。

具体的な取扱いは、「クマタカ、オオタカ生息森林の取扱い方針の制定につ

いて」（平成１９年３月２８日付け１８北計第１４７号）による。

また、このほかの希少野生生物（「絶滅のおそれのある野生生物の種の保存に

関する法律」に基づき定められている希少野生動植物種や環境省レッドデータブ

ックに掲載する種など）についても、その生息・生育の把握に努め、確認された

場合や情報がある場合には、学識経験者から助言を得るなど、その保護に配慮し

た施業に努めるものとする。

４ 造林面積その他造林に関する事項

(1) 造林に関する基本的事項

ア 造林樹種

人工造林の対象樹種は、適地適木を基本として、気象、地形、土壌等の自然条

件、既往の成林状況及び地域における造林樹種の需給動向等を勘案し選定するも

のとする。

また、育成複層林施業を導入する林分については、自然的条件等に加え、上木

の生育状況も勘案して樹種を選定する。

天然更新補助作業については、自然的条件、森林を構成する樹種及び下層植生

の状況等からみて、植込み、地表処理等の更新補助作業を行うことにより確実な

更新が期待できる樹種とする。

なお、対象地内の有用天然木は積極的に育成する。

イ 造林の標準的な方法

(ｱ) 人工造林の植栽本数

主要な樹種の植栽本数は、既往の施業体系及び植栽本数を勘案して次表を基

準とするが、造林対象地の天然稚幼樹の発生状況及び有用天然木の配置状況等

を勘案して決定する｡
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樹 種 基準本数(本／ha)

トドマツ ３，０００

アカエゾマツ、エゾマツ ３，０００

カラマツ、グイマツ ２，５００

広葉樹 ４，０００

クロマツ（海岸林） １０，０００

その他針葉樹 ３，０００

注）複層林施業における植栽本数は、上層木の配置状況により、有用天然木を含め概ね1,500

～2,000本を目安とする。

(ｲ) その他人工造林の標準的な方法

人工造林は、気象その他の立地条件及び既往の造林地の成績等を勘案するも

のとする。また、天然力の活用に配慮しつつ、現地の実態に即して、早期かつ

確実な成林が期待できるよう行う｡

地拵の方法は、植栽樹種、植栽方法、下層植生、保残した有用天然木の配置

状況に応じ、現地に適合した方法を採用するものとする。

植栽時期は、春又は秋とするが、極力乾燥期は避けるなど現地の状況を考慮

して行う。また、健全な苗木の使用、植付方法により、活着率の向上と十分な

成長が図られるよう行う。

なお、人工下種は、自然的条件等天然更新が期待できない箇所で、人工下種

により広葉樹資源の造成が可能な場合に行う。

(ｳ) 天然更新補助作業の標準的な方法

天然更新補助作業の方法の選択に当たっては、後継樹の本数及び配置状況等

現地の実態に即して行うが、確実な更新が図られるようこれらを適宜組み合わ

せることも考慮する。

ａ 刈出し

ササなどの下層植生により天然稚幼樹の生育が阻害されている箇所につい

て、更新を確保するため刈払い等を実施する。

ｂ 地表処理

ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所につい

て、大型機械によるかき起こし等を実施する。

なお、地表処理によるものについては、処理を実施した年の翌年から５年

以内に更新状況の確認を行い、更新が完了していないと判断される場合には、

再度地表処理を行う等により確実に更新を図る。

ｃ 植込み及びまき付け等

天然稚幼樹の生育状況や天然下種更新の可能性を考慮し、必要な場合は、

植え込み、まき付けを行う。
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なお、広葉樹の更新が期待できる箇所は、ミズナラ等のまき付けを行う。

また、ぼう芽力の強い樹種によるぼう芽更新なども考慮する。

ウ 伐採跡地の更新すべき期間

伐採跡地については、林地の荒廃を防止し、裸地状態を早急に解消するため、

人工造林によるものについては、原則として２年以内に更新を図る。

(2) 人工造林及び天然更新別の造林面積

人工造林及び天然更新別の造林面積については、別表４のとおり計画する。

(3) その他造林に関する必要な事項

防災的見地からの施業

林地崩壊のおそれがある地域や急傾斜地等で地拵を行う場合は、刈払いの方向や

枝条等の置き場に十分留意するものとする。

５ 間伐立木材積その他間伐及び保育に関する事項

(1) 間伐及び保育に関する基本的事項

ア 間伐の標準的な方法

間伐は、樹冠がうっ閉状態に達した林分において、その健全化と利用価値の向

上を図ることを目的として、林木間の競合を緩和し併せて資源の有効利用を図る

ために行う。

なお、森林の状況に応じて、高性能林業機械を活用するなど効率的な施業の実

施を図るものとする。

主要な樹種の間伐の時期、間伐方法、間伐率の目安は次のとおりとする。

間伐の時期（林齢） 間 伐
樹 種 間伐率

初 回 ２ 回 ３ 回 方 法

トドマツ ７齢級 ９齢級 １１齢級 列状、 35％を
（31～35年） （41～45年） （51～55年） 定性、 上限と

定量、 する。
アカエゾマツ、エゾマツ ８齢級 １１齢級 １４齢級 上層間

（36～40年） （51～55年） （66～70年） 伐のう
ちから

カラマツ、グイマツ ４齢級 ６齢級 ８齢級 最も適
（16～20年） （26～30年） （36～40年） した方

法を選
その他針葉樹 ６齢級 ８齢級 １０齢級 択。

（26～30年） （36～40年） （46～50年）

広葉樹 ６齢級 ９齢級 －
（26～30年） （41～45年）

イ 保育の標準的な方法

(ｱ) 保育の種類

下刈、つる切、除伐等とし、目的樹種と周辺植生相互の生育状況に応じ、林

分の健全化と質的向上のために行う。
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実行に当たっては、目的樹種の生育状況等現地の実態に即した効果的な時期、

回数、方法等を十分検討のうえ行う。

(ｲ) 主要な樹種の保育の時期等の目安は、次のとおりである。

保 育 作 業 の 年 次 別 計 画
作業種別 樹 種

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

カラマツ ○ ◎ ○ ○
下

トドマツ
刈 エゾマツ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

アカ エ ゾ マ ツ

つ カラマツ ○ ○
る
切 トドマツ
除 エゾマツ ○ ○
伐 アカ エ ゾ マ ツ

注１）春植を基準としているので、秋植は植付年度の翌年を１年目と読み替える。
２）下刈りの○は１回刈、◎は２回刈を示す。

トドマツ等の下刈で、８年目については必要な箇所に適用する。
３）つる切り、除伐の←○－○→は標準年次と範囲を示している。

(ｳ) 保育の作業方法

ａ 下刈

目的樹種の成長に必要な陽光を与えることを主眼とし、植栽木の高さ及び

植生の状態により、適切な方法を採用することとする。

下刈の終了時点の目安は、樹種、植生の種類により異なるが、大部分の植

栽木が植生高を脱し、又は同程度となり、生育に支障がなくなった時期とす

る。

ｂ つる切

つる類の繁茂の状況により、目的樹種の成長を阻害するおそれがある場合、

必要に応じて実施することとし、かん木の発生状況等を勘案し、除伐が必要

な箇所については、原則として除伐と併行させ効率的に行うこととする。

ｃ 除 伐

植栽後発生した天然木が目的樹木と競合し、その生育が阻害される場合に

実施するが、実施に当たっては目的樹種の中の形質不良木も伐倒するととも

に、つる類の繁茂状況を勘案し、極力つる切りと併行させ効率的に実施する。

なお、植栽木と天然木の成長関係及び将来の利用価値等を勘案し、有用天

然木は積極的に育成していく。

(2) 間伐立木材積

間伐立木材積については、別表３のとおり計画する。

(3) その他間伐及び保育に関する必要な事項

ア 国土の保全等公益的機能を高度に発揮させつつ資源の有効活用を進める観点か

ら、人工林における高齢級間伐や利用面をも重視した間伐、人工林等における複
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層状態の林分の上層木の間伐等を積極的に推進する。このため、できる限り簡易

で壊れにくい作業路による路網整備を進めるとともに、ハーベスタ等高性能林業

機械を組み合わせた低コスト・高効率の作業システムによる間伐の普及を推進す

る。

イ 森林吸収源対策を推進するとともに、森林の健全性を確保する観点から、人工

林における間伐等を推進する。

ウ 林地崩壊のおそれがある地域や急傾斜地等については、間伐及び保育の実施に

より下層植生の繁茂や樹根の生育を促し表土の安定を図るとともに、伐倒木等が

河川に流出しないよう配慮する。

６ 公益的機能別施業森林の整備に関する事項

(1) 公益的機能別施業森林の区域

ア 「水土保全林」の区域

水土保全林の区域については、別表５のとおり定める。

イ 「森林と人との共生林」の区域

森林と人との共生林の区域については、別表５のとおり定める。

ウ ア又はイのうち伐採方法その他の施業の方法を特定する必要のある森林の区域

該当林分なし。

(2) 公益的機能別施業森林区域内における施業の方法

ア 水土保全林の区域における施業の方法

水源かん養機能又は山地災害防止機能の維持増進を特に図るとともに、生物多

様性の保全に資するため、複層状態等の森林への誘導や伐採に伴って発生する裸

地の縮小及び分散を基本とする森林施業を推進する。

具体的には、立地条件に応じて育成複層林施業を計画的に推進するほか、更新

時に林床が裸地化する面積及び期間を縮小するため、森林の面的広がりやモザイ

ク的配置に留意し、１箇所当たりの伐採面積の縮小、伐採箇所の分散及び伐採林

齢の長期化を図ることとする。

また、林地の安定化を考慮した造林、保育、間伐や複層状態の森林への誘導の

際には、立地条件や国民のニーズ等に応じ、広葉樹の活用による針広混交林化を

推進することとする。

イ 森林と人との共生林の区域における施業の方法

生活環境保全機能又は保健文化機能の維持増進を特に図るため、森林の構成を

維持し、樹種の多様性を増進する森林施業を推進する。

具体的には、自然環境の保全を最も重視すべき森林については、自然の推移に

委ねることを基本として、必要に応じ、植生の復元等を実施するほか、野生生物

の生息・生育地の減少及び分断を防ぐため、広域的な観点から森林の連続性に配

慮した回廊状の森林の確保を図ることとする。

また、森林とのふれあいや自発的な森林づくり活動を通じた環境教育や健康づ

くりの場として利用される森林については、快適な森林環境や優れた自然景観を
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保全し、又は創出するため、郷土樹種を基本とした花木や広葉樹との混交も考慮

に入れた育成複層林施業、人工林の有する景観美を維持するための育成単層林施

業等の推進に努める。

なお、森林レクリエ－ション施設周辺の森林については、快適な森林環境の維

持等を図るため、保育、間伐等を適切に行うものとする。

ウ ア又はイのうち伐採方法その他の施業の方法を特定する必要のある森林の区域

における施業の方法

該当林分なし。

(3) その他必要な事項

特になし

７ 林道の開設その他林産物の搬出に関する事項

(1) 林道の開設及び改良に関する基本的な考え方

林道等の路網については、効率的な森林施業や森林の適切な管理経営に欠くこと

のできない施設であり、周囲の環境との調和を図ることに加え、コストの縮減に努

め、民有林・国有林一体となった効率的な整備を図っていくこととする。

(2) 開設又は拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量等

開設又は拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量等については、別表６のとお

り定める。

(3) 更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する森林の所在及びその搬出方法

指定の基準

制限林以外の森林であって、特に搬出方法を定めなければ土砂の流出又は崩壊

を引き起こすおそれがあり、森林の更新に支障が生ずる林分とする。

更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する森林の所在及びその搬出方法

については、別表７のとおり定める。

(4) その他必要な事項

ア 針広混交林等多様な森林の整備を効率的に行うため、計画的な林道の整備と併

せて作業道の作設を進める。

特に、育成複層林施業の導入等により継続的な施業の実施が見込まれる森林に

ついては、きめ細かい施業を積極的に実施するための作業道の作設を進める。

イ 林道の開設に当たっては、林道規程に基づく規格構造を遵守するとともに、土

砂の流出を抑制するよう必要に応じて土留工等の防止施設を設置する。また、林

道通行に対する安全確保のために必要な標識等の交通安全施設の整備に努める。

ウ 適切な林道の維持管理を行い、林道の機能の保全及び向上に努める。

エ 林道工事の実施に当たっては、３の(3)のエにおける森林施業と同様の取扱い

に努める。
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８ 森林施業の合理化に関する事項

(1) 林業に従事する者の養成及び確保

林業事業体の育成を図るため、民有林及び関係機関との連携を図りつつ、事業の

安定的な発注、経営の安定強化のための指導、機械化の促進等の指導を図る。

これらを通じて、優れた林業労働者の養成及び確保に資するものとする。

(2) 林業機械の導入の促進

生産供給体制の整備を図るため、チェンソーとトラクタによる従来型の作業シス

テムに加え、高性能林業機械を中心とした新たな作業システムを定着させるために

フィールドの提供等を行う｡

(3) 作業路等の整備

育成複層林等多様な森林の造成と効率的な森林施業の推進を図るため、作業路等

の計画的整備に努めるものとする。

(4) 林産物の利用の促進のための施設の整備

流域森林・林業活性化協議会等の場への積極的な参加を通じ、産地銘柄の形成、

道産材の需要・販路の拡大等に資するよう関係者へのＰＲ及び働きかけに努める。

(5) その他必要な事項

民有林と連携した流域管理システムの下で、計画的な木材供給の推進、森林施業

の共通化など、森林整備、生産、加工流通等各段階における取組を一体的かつ効率

的に実施し、流域森林・林業の活性化に資することとする。

９ 森林の土地の保全に関する事項

(1) 樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に特に留意すべき森林の地区

樹根及び表土の保全その他森林の土地の保全に特に留意すべき森林の地区につい

ては、別表８のとおり定める。

(2) 森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する森林及びその搬出方法

指定の基準

制限林以外の森林であって、特に搬出方法を定めなければ土砂の流出又は崩

壊を引き起こすおそれがあり、林地の保全に支障を及ぼす林分とする。

森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する森林及びその搬出方法

については、別表９のとおり定める。

(3) 土地の形質の変更に当たって留意すべき事項

ア 土地の形質の変更に当たっては、目的に応じて、その規模、態様等について、

実施地区及び周辺の状況、地形、地質等を十分勘案して定めることとする。
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特に、作業路等を設置する際は、配置や密度に十分留意し、土砂の流出や崩壊、

水質汚濁の防止に努める。また、渓流沿いの集材路等の設置は、極力避けるもの

とする。

イ 土砂の切取、盛土を行う場合、法面については風化、浸食が生じないよう法面

緑化工、土留工、排水工など必要に応じて施工することとする。

ウ その他、土地の形質の変更に当たっては、その態様に応じて土砂の流出、崩壊

などの防止に必要な施設を設けるなど、適切な保全上の措置を講ずることとする。

(4) その他必要な事項

防災的見地からの施業

林地崩壊のおそれがある地域や急傾斜地等については、樹根による土壌緊縛力を

強化するため、育成複層林施業等を推進することとする。

10 保安施設に関する事項

(1) 保安林として管理すべき森林の種類別面積等

保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所在及び面積等については、

別表１０のとおり定める。

(2) 保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等

保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等について

は、別表１１のとおり定める。

(3) 実施すべき治山事業の数量

実施すべき治山事業の種類別及び箇所別の数量については、別表１２のとおり定

める。

(4) その他必要な事項

ア 治山工事の実施に当たっては、３の(3)のエにおける森林施業と同様の取扱い

に努める。

11 その他必要な事項

(1) 法令により施業について制限を受けている森林の施業方法

ア 制限林の所在及び面積

法令により施業について制限を受けている森林の所在及び面積並びに施業方法

については、別表１３のとおり定める。

イ 保安林の区域内の森林

保安林区域内の施業方法は、森林法の規定により各保安林ごとに定められた指

定施業要件の範囲内で行うものとし、一般的留意事項は次のとおりである。

(ｱ) 主伐の方法

ａ 主伐できる立木は、本森林計画区で定める標準伐期齢以上のものとする。
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ｂ 伐採方法は、以下の３区分とする｡

(ａ) 伐採種を定めない（皆伐を含む自由な伐採方法がとれるもの）

(ｂ) 択伐（伐採区域内の立木を均等な割合で、単木的又は１０ｍ未満の幅の

帯状に選定し伐採するもの、あるいは樹群を単位とする伐採で、当該伐採

により生ずる無立木地の面積が０.０５haを超えないもの）

(ｃ) 禁伐（全ての立木の伐採を禁止するもの）

(ｲ) 伐採の限度

ａ 皆伐面積の限度は、森林法施行令の規定に基づき公表される面積の範囲内

とする｡

ｂ １箇所当たりの皆伐面積の限度は、当該保安林につき定められた指定施業

要件の範囲内とする。

ｃ 防風、防霧保安林については、標準伐期齢以上である部分を幅２０ｍ以上

にわたり帯状に残存させなければならない。

ｄ 択伐の限度は、当該伐採年度の初日における、その森林の立木材積に択伐

率を乗じて得られる材積を超えないものとする｡

ｅ 択伐率は、当該伐採年度の初日における当該森林の立木の材積から前回の

択伐を終えたときの当該森林の立木の材積を減じて得た材積を当該伐採年度

の初日における当該森林の立木の材積で除して算出するものとする｡ ただ

し、その算出された数字が１０分の３を超えるときは１０分の３とする。（指

定施業要件において植栽を定める森林の伐採跡地につき、植栽によらなけれ

ば的確な更新が困難と認められる場合については１０分の４とする。）

(ｳ) 間伐の方法及び限度

伐採年度ごとに伐採することができる立木の材積は、原則として当該伐採年

度の初日におけるその森林の立木の材積の１０分の３.５を超えず、かつその

伐採によりその森林に係る樹冠疎密度が１０分の８を下回ったとしても、当該

伐採年度の翌年度の初日から起算しておおむね５年後において、その森林の当

該樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが確実であると認められる範囲

内の材積を超えないものとする。

(ｴ) 植栽の方法、期間及び樹種

ａ 伐採跡地への植栽は、満１年生以上の苗を、おおむね１ha当たり伐採跡地

につき的確な更新を図るために必要なものとして農林水産省令で定める植栽

本数以上の割合で均等に分布するように植栽するものとする。

ｂ 植栽は、伐採が終了した年度の翌年度の初日から起算して２年以内に行う

ものとする｡

ｃ 植栽する樹種は、保安機能の維持又は強化を図り、かつ経済的利用に資す

ることができる樹種として指定施業要件で指定された樹種を植栽するものと

する。
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ウ 自然公園特別地域内における森林

自然公園特別地域内における森林の施業方法の決定は、次の特別地域における

制限により行う。

区 分 制 限 内 容

特別保護 特別保護地区内の森林は、禁伐とする。
地 区

(1) 第一種特別地域内の森林は、禁伐とする。
ただし、風致維持に支障のない場合に限り単木択伐法を行う

第 一 種 ことができる。
(2) 単木択伐法は、次の規定により行う。

特別地域 ア 伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢に１０年以上を加えて
決定する｡

イ 択伐率は現存蓄積の１０％以内とする。

(1) 第二種特別地域内の森林の施業は、択伐法による。
ただし、風致維持に支障のない限り皆伐法によることができ

る。
(2) 国立公園計画に基づく車道、歩道、集団施設地区及び単独施
設の周辺（造林地、要改良林分、薪炭林を除く）は、原則とし
て単木択伐法によるものとする。

(3) 伐期齢は、標準伐期齢に見合う年齢以上とする。
(4) 択伐率は、用材林において現存蓄積の３０％以内とする。
(5) 伐採及び更新に際し、特に風致上必要と認める場合は、自然

第 二 種 環境局長（国定公園、道立自然公園にあっては知事）は、伐区、
樹種、林型の変更を要望することができる。

(6) 特に指定した風致樹については、保育及び保護に努めること
特別地域 とする。

(7) 皆伐法による場合その伐区は、次のとおりとする。
ア 一伐区の面積は２ha以内とする。

ただし、疎密度３より多く保残木を残す場合又は車道、歩
道、集団施設地区、単独施設等の主要公園利用地点から望見
されない場合は、伐区面積を増大することができる。

イ 伐区は、更新後５年以上を経過しなければ連続して設定す
ることはできない。
この場合においても、伐区は努めて分散させなければなら

ない。

第 三 種 第三種特別地域内の森林は、全般的な風致の維持を考慮して施
特別地域 業を実施し、特に施業の制限を受けないものとする。
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エ 史跡名勝天然記念物内における森林

史跡名勝天然記念物内における森林の施業方法の決定は、文化財保護法等の法

令によるが、一般的な取扱いは次による。

区 分 制 限 内 容

史 跡 名 勝 原則として禁伐とする。ただし、属地的に保存の要件として

天然記念物 被害木の除去、病虫害防除等の施業を行えるものとする。

オ 鳥獣保護区内における森林

鳥獣保護区内における森林の施業方法の決定は「鳥獣保護区内の森林施業につ

いて（昭和39年1月17日付け39林野第1043号）」によるが、一般的な取扱いは次

による。

区 分 制 限 内 容

(1) 伐採の方法を制限しなければ鳥獣の生息、繁殖又は安全に

支障があると認められるものについては伐採種は択伐。

(2) 伐採の方法を制限しなければ鳥獣の生息、繁殖又は安全に

鳥獣保護区 特に著しい支障があるものについては禁伐。

特 別 (3) その他の森林にあっては伐採種を定めない。

保 護 地 区 (4) 地域別の森林計画の初年度以降５年間において皆伐できる

面積の限度は、当該特別保護地区内の皆伐区域面積を標準伐

期齢に相当する数で除して得た面積の５倍とする。

(5) 保護施設を設けた樹木及び鳥獣の保護繁殖上必要があると

認められる特定の樹種は禁伐とする。

カ その他の制限林

伐採の方法及び限度は、法令等の制限の範囲内とする。

キ その他

制限林が重複した場合の施業方法は、制限の強い方とする。

(2) 森林の保護及び管理

ア 森林の保護及び管理の方針

レクリエーション等を目的とした森林の保健・文化・教育的利用をはじめとし

て、森林の有する多面的な機能の発揮に対する期待が高まっており、この期待に

応えるためには、森林の適正な保護と管理が重要となってきている。

森林に対する被害としては、気象害、病虫獣害、山火事等があるが、特に、山

火事は、都市近郊林、自然公園等、利用者の多い地域に発生しており、森林巡視

等による適切な森林管理を行う｡

また、病虫獣害等については、被害の早期発見に努めるとともに、試験研究機

関等と連携し、発生原因の究明及び早期防除に努める。なお、近年急増している

エゾシカ農林業被害に対しては、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」

に基づく「特定鳥獣保護管理計画制度」を受けて北海道が策定した「エゾシカ保
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護管理計画」に基づく個体数調整に協力し、被害の防止に努めるとともに、平成

２０年２月の「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関

する法律」の施行を受けて、市町村における被害防止対策実施のための被害防止

対策協議会に参画する中、関係機関等と連携を図り、生息状況、被害動向等につ

いて情報収集等をすることとする。

なお、森林の保護及び管理に当たっては、市町村、森林組合等の関係機関及び

地域住民の一層の協力のもとに、効率的・合理的に推進する。

イ 森林の巡視に関する事項

森林の巡視に当たっては、国有林の中で、森林レクリエーションのための利用

者が特に多く、山火事等の森林被害が多発するおそれのある地域を重点として、

現地の実態に即し適切に実施するとともに、森林の産物の盗採等の森林法違反行

為及び廃棄物等の不法投棄の未然防止並びに森林被害の早期発見等に努める。

また、入り込みが集中し、植生が荒廃するおそれの高い地域では、植生保全の

ための巡視や一般入林者に対するマナー啓発などの活動を実施する。

ウ 森林の保護及び管理のための施設に関する事項

山火事等の森林被害を防止するため、春先の乾燥時期には林野巡視を強化する

とともに、保護標識等を設置して一般入林者に対する普及啓発を図る。

植生荒廃が確認された森林については、植生の復元や標識、ロープ、柵の設置

等による立入防止対策、裸地化防止措置等を行うものとする。

(3) その他必要な事項

ア 民有林と国有林が一体となった森林づくり

民有林と国有林が一体となった森林づくりを進めるため、北海道と連携して、

森林の整備・保全の推進、緑環境の整備による雇用対策、道民との協働の森林づ

くりの展開に向けた取組を実施する。

イ 森林環境教育の推進

森林の整備及び保全に当たっては、森林の持つ多面的機能の効用を享受してい

る地域住民の理解が不可欠である。

このため、多様な野外活動や教育の場としてフィールドを提供するなど、森林

環境教育の推進を図る。



Ⅲ　　別　　表



別表１　森林の有する機能別の森林の所在及び面積

　 単位　面積：ha

注 １）

２） 森林の有する機能

別表２　計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等

単位　面積：ha

注 １）

２）

３）

４）

５）

６）

市
町
村
別
内
訳

育成単層林とは、森林を構成する樹木の全部又は大部分を一度に伐採し、そのあとに一
斉に植林を行うこと等により、年齢や高さのほぼ等しい樹木から構成されている森林。

149

現況については、平成２１年３月３１日現在の数値である。

参考（現況）の合計は四捨五入のため必ずしも現況に一致しない。

現況及び計画期末の数値については、無立木地は含まれていない。

150

51 54

平 取 町

新 冠 町

浦 河 町 27,093.02 3,647.69

31,926.52 12,249.95

24,409 24,286

現　況 計画期末

育成単層林

ウ　生活環境保全機能

生活環境の悪化を防止し、快適な生活環境を保全・形成する機能

各森林の有する機能別の森林の所在（林小班）は、北海道森林管理局計画課に備え
置く別冊のとおりである。

水資源を保持し渇水を緩和するとともに洪水流量等を調整する機能

自然現象等による土砂の崩壊、土砂流出等の山地災害の発生、その他表面侵食等山
地の荒廃化を防止し、土地を保全する機能

62,574.30

えりも町

新ひだか町

ア　水源かん養機能

9,730.45

区　　分

総　　数

水源かん養 山地災害防止 生活環境保全

日 高 町

39,547.67 41,883.15 45,091.64

15,664.13 12,585.11 13,671.32 12,850.69

保健文化 木材生産等

209,602.63

54,598.79

51,358.90

11,750.29 12,554.50

面
積

166,132 111,581 54,728 31

水土保全林
森林と人との
共　生　林

資　源　の
循環利用林

参　考（現況）

23,650 591

21,248 1,190育成複層林

天 然 生 林

－

169

7,469.41

166,340

育成複層林とは、森林を構成する樹木を部分的に伐採し、その後に植林を行うこと等に
より、年齢や高さの異なる樹木から構成されている森林。

天然生林とは、主として天然力を活用することにより成立した森林。

イ　山地災害防止機能

木材等森林で生産される資源を培養する機能

エ　保健文化機能

保健、文化及び教育活動に寄与する機能及び自然環境を保全・形成する等の機能

オ　木材等生産機能

22,438 22,768

区　　分

森林蓄積 (m3/ha)

林道整備率（％）

33,410.00

－ 419.59 419.79 419.79 200.87

2,433.44 2,433.44 12,856.37

9,647.09 6,476.11 6,817.06 10,171.90

5,882.93 5,987.04 1,542.40
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別表３　伐採立木材積

単位　材積：千ｍ3

別表４　人工造林及び天然更新別の造林面積

単位　面積：ha

別表５　公益的機能別施業森林の区域

(1)(2) 水土保全林、森林と人との共生林の区域

単位　面積：ha

注 １）

２）

(3) 伐採方法その他の施業を特定する必要のある森林の区域

該当無し

新ひだか町 39,065.74 26,055.25

市
町
村
別
内
訳

総数は四捨五入のため必ずしも一致しない。

森林の区域（林小班）は、北海道森林管理局計画課に備えおく別冊のとおりである。

419.79

森林と人との共生林

68,578.36

16,298.36

5,395.45

11,531.37

8,878.14

-様 似 町

えりも町

浦 河 町

総　数 626

総　数

水土保全林

162,734.25

140 435

43,574.90

36,021.28

25,760.60

18,311.73

-

0.00

新 冠 町

総　　数

平 取 町

515 54

区　分 人工造林 天然更新

560 66 57 45 12 569

広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹

区　　分

日 高 町

間　　伐総　　数 主　　伐
区　分

総数 針葉樹
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別表６　開設又は拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量

ア　開設すべき林道の種類別及び箇所別の数量等

単位　延長：km、面積：ha、材積：ｍ3

291 12,592 31,952

小計 ３路線 7.4 1,011 33,919 102,591

小計 １路線
(盆の沢は起点の新冠側で計上)

4.9 863 29,940 60,757

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

日高町

平取町

新冠町

６路線 21.9

ウェンザル４号

46,888

沙流川左岸 3.3 305 19,292

自動車道
（基幹）

新ひだか町
盆の沢（新ひだか側） 2.3 316 10,236

東の沢 2.6 547 19,704

平取町

小計

新冠町

小計

種類
位 置

（市町村）

作業道格上げ

27,882 作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

作業道格上げ

32,952

34,023

166,384

28,127

小計 ２路線 11.4

小計 １路線 4.0 372

合　　計 ２１路線 75.8 9,323

管理　計 １７路線

新ひだか町

オサナイ 2.5 343

1.7 377

横山 3.2

パンケオニケ 14,992

カンカン

ニタツナイ

3.5

43,265

768,359

オショロベツ

609,068

4.0

537,596

441,972

作業道格上げ

64.1 7,462

6,335 40,376 作業道格上げ

30,263

ヤルカラウシ 6.2 406 18,334 35,946

アイマベツ 5.2 692 31,056 45,892

502 31,335

372 20,227 40,665

4.0 281 9,234

作業道格上げ

1,098 49,390 81,838

20,227 40,665

4.3

20,6801.7１路線

４路線 11.6 1,861

208,892

31,684

ペンケプヨナイ 3.0 826 57,504 57,125

582 43,736 47,800

基幹　計 95,624 159,291

32,875

自動車道
（管理）

浦河町

小計

9,015

4.3

小計

503

9,015

１路線

389

389

2.0

2.0

1.7盆の沢(新冠側) 210

３６林班

作業道格上げ

325

210

広富 5.4 471 30,876

217,590

51,280

５路線

３９林班 3.0

20.3

56,380

19,000 56,380

399

三島

１路線

作業道格上げ37,669 21,474

37,669 21,474

19,000パンケホロナイ

日高町

小計

3.0

3.0

399

35,919 15,754

7,728

サンナコロ

34,2363.8 499 42,795

宿主別右岸 6.0 459 38,066

2,414

20,680

2,567 178,934

1.6 228 32,181

三岩三の沢

針葉樹
面　積

材　積

利 用 区 域

延長路 線 名 備考

広葉樹
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イ　拡張すべき林道の種類別及び箇所別の数量等

単位　延長：ｍ

9

別表７　更新を確保するため林産物の搬出方法を特定する必要のある森林の所在

該当無し

法面保護工

自動車道
（基幹）

法面保護工

パンベツ 50 2 法面保護工

東の沢 500 10 保護柵工

160

三岩

小 計 ４路線

コイボク 50 1

清瀬 100 2

155 3管理　計

合    計 ２２路線 2,505 53

3

18

自動車道
（管理）

３路線

メウシュナイ

小計 ２路線 125 2

鉱山の沢右股 25 1

日高町 ウィンチキナイ 30 1

100 1

小計 １路線 30 1

１９路線

新ひだか町

1

1

小計

110

100

総主別 30

５路線

1

1

3

日高町

平取町

ホロナイ

パンケヌーシ

千栄春別

宿主別

鉱山の沢

ウェンザル 30

20

40

40

320

2

60

1

3

路 線 名

小計 １路線 100 3

新冠町 新冠 100 3

1総主別２号 50

箇所数延長
備　考

（拡張の内容）

路体強化

溝渠

落石防止網

溝渠・路体強化

溝渠・永久橋

永久橋

溝渠・路体強化

橋梁補修・橋梁工

落石防止網

永久橋

路体強化

法面保護工

法面保護工

法面保護工・橋梁補修

法面保護工

法面保護工

5

浦河町

平取町

溝渠

永久橋

種類
位 置

（市町村）

基幹　計 2,350 50

6

4

2

元浦川

小計 ５路線 1,070

春別

元浦川右岸 300

150

流転別

320

添松 100

200

小計 ４路線 700 15

3
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別表８　樹根及び表土の保全その他の土地の保全に特に留意すべき森林の地区

単位　面積：ha

注 １）

２）

別表９　森林の土地の保全のため林産物の搬出方法を特定する森林及びその搬出方法

該当無し

別表１０　保安林として管理すべき森林の種類別面積等

１０－１　保安林として管理すべき森林の種類別の計画期末面積

単位　面積：ha

注 ）

該当無し

１０－３　計画期間内において指定施業要件の整備を相当とする森林の面積

該当無し

新ひだか町

新冠町

備　　考保 安 林 の 種 類

保 安 林 総 数 （ 実 面 積 ）

水 源 か ん 養 の た め の 保 安 林

災 害 防 備 の た め の 保 安 林

保健、風致の保存等のための保安林

留意すべき事項
備　　考

（保安林の種類）

230,836

総数欄は、２以上の目的を達成するために指定される保安林があるため、内訳の合計に一
致しないことがある。

総　　数 230,873.02

備考欄の「水かん」は水源かん養保安林、「土流」は土砂流出防備保安林、「土崩」は
土砂崩壊防備保安林、「飛砂」は飛砂防備保安林、「魚つき」は魚つき保安林、「防
風」は防風保安林、「その他」は砂防指定地である。

総数は四捨五入のため必ずしも一致しない。

地形、地質、土壌
等、気象の面から、
森林の施業及び土地
の形質変更に当たっ
て土砂の流出又は崩
壊、水害等の災害の
発生をもたらし、又
は地域における水源
の確保、環境の保全
に支障を及ぼすこと
のないよう特に林地
保全に留意する。

水かん、土流、土崩、防風、
その他

水かん、土流、その他

１０－２　計画期間内において、保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所在及
　　　　び面積

204,295

24,931

3,207

面　　積

水かん、土流、その他

水かん、土流、土崩、その他

※市町村別
の地区（林
班）は、北
海道森林管
理局計画課
に備え置く
別冊のと
おりであ
る。

59,676.97

41,394.34

37,209.81

65,031.33

日高町

平取町

浦河町

市 町 村
地　区
（林 班）

所　　在
面　積

27,146.13 水かん、土崩、その他

えりも町 414.44 飛砂、魚つき
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別表１１　保安施設地区として指定することを相当とする土地の所在及び面積等

該当なし

別表１２　治山事業の数量

単位　地区

合計

備考

新ひだか町

新冠町

平取町

浦河町

主な工種

渓間工、山腹工

渓間工、山腹工

施　工
地区数

45

14

所在

区域（林班）

1001～1007，1104，1105，1180～1214，
1223～1228，1231，1232

市町村

えりも町 3219～3221 1 植栽工・本数調整伐

32，39～41,256～271，287～291，
314～334，2007～2012，2024～2026，
2028，2033～2036，2038～2040，
2047～2055，2178～2181

日高町

1004，1005，1010～1030，1144～1146，
2062～2066，2073～2079，2081～2084，
2092～2112，2118～2138，2140～2151，
2156～2157

32 渓間工、山腹工

渓間工、山腹工

3072，3082，3100，3105，3106，
3123～3125，3213

2 渓間工、山腹工

102

19～25，107～114，250～274，3182，
3183，3191～3193，3202～3207

8
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別表１３　法令により施業について制限を受けている森林の施業方法

単位　面積：ha

備考

新ひだか町 84.05

土砂崩壊
防備

新ひだか町

1,609.82
小計

保健

(1,182.13)

計
(1,596.57)

小計

1.54

(414.44)

5.52

砂防指定地

(41.43)

230,828.74

(10.11)

えりも町

日高町

浦河町

(693.05)

2,794.71

62,152.57

74.64

161.95

31,843.94

24,241.82

日高町

小計 114.42

魚つき えりも町 (414.44)

飛砂防備

防風 日高町 114.42

えりも町 414.44

27.29

計
(53.54)

択伐、禁伐

※森林の区域
（林班）は、
北海道森林管
理局計画課に
備え置く別冊
のとおりであ
る。

日高町

平取町

浦河町

新冠町

6.42

2.19

8.38

(2.00)

保
安
林

浦河町

9,548.21

50,743.22

27,042.66

204,286.29

7,201.37

4,697.53

種　類

水源
かん養

施業方法

その他
伐 採
方 法

市町村 区　域

平取町

新冠町 32,503.90

※保安林の指定
施業要件の範囲
内とする。

3.26

新ひだか町

新ひだか町

小計 414.44

(414.44)

1,608.28

(74.64)

日高町

面積

森林の所在

新冠町

平取町

49.80

浦河町

小計

土砂流出
防備

小計

小計

日高町
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単位　面積：ha

注 ） （ ）書きの数値は重複制限林で外書きである。

備考面積

施業方法

市町村
伐 採
方 法

その他

森林の所在

(197.05)

小計
(2,120.93)

種　類
区　域

国
定
公
園

鳥獣保護区
特別保護地区

(197.05)

計
(39,351.86)

(267.13)

(372.67)浦河町

(288.73)

新冠町 (2,478.36)

えりも町
1.60

計

第二種
特別地域

日高町
(2,596.19)

※森林の区域
（林班）は、
北海道森林管
理局計画課に
備え置く別冊
のとおりであ
る。

小計

浦河町

計

小計

新ひだか町 (4,852.87)

特別保護
地区

新ひだか町 (6,720.64)

第一種
特別地域

史跡名勝
天然記念物

(817.28)

(4,214.22)
23.27

日高町
(735.15)
24.87

新冠町
(479.33)

※11(1)オの表に
よる

※11(2)エの表に
よる

63.37

日高町

(637.78)

(7,590.00)

平取町

(3,440.92)

(541.44)

新冠町

(829.88)

6.66

12.24

日高町

日高町

日高町

(689.50)
5.51

新冠町

(1,195.16)

16.16

平取町

平取町

(817.28)

※11(1)ウの表に
よる

新ひだか町
(802.34)
1.87

第三種
特別地域

(4,603.95)

1.83

(125.71)
えりも町

3.75

浦河町

(22,713.82)

27.86

浦河町 (104.11)

小計

1.12

日
高
山
脈
襟
裳
国
定
公
園

(10,302.89)
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